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１．療養・就労両立支援指導料 

No 《問》 《回答》 

１ 「Ｂ００１－９」療養・就労両立支援指導料につい

て、留意事項通知（２）において、「療養・就労両

立支援指導料は、疾患の増悪防止等のための反復継

続した治療が必要な入院中の患者以外の患者であ

って、就業の継続に配慮が必要なものの求めを受け

て、患者の同意を得て、以下の全ての医学管理を実

施した場合に、月１回に限り算定する。」とあり、

また「ア 治療を担当する医師が、当該患者と当該

患者を雇用する事業者が共同して作成した勤務情

報を記載した文書を当該患者から受け取ること。」

とあるが、医療機関が当該文書を患者から受け取る

前に、患者の同意を得て医療機関から事業者への問

い合わせを行い、事業者がそれに文書で答えた場

合、医療機関は「就業の継続に配慮が必要なものの

求めを受け」及び「当該患者と当該患者を雇用する

事業者が共同して作成した勤務情報を記載した文

書を当該患者から受け取る」の要件を満たすか。 

満たさない。療養・就労両立

支援指導料は、患者と当該

患者を雇用する事業者が、

医療機関の支援を必要とし

た場合に、医療機関に情報

提供等の支援を求めること

を端緒として行われる指導

を評価するものである。し

たがって、事業者が医療機

関の問い合わせに文書で答

えたことをもって端緒とす

ることはできず、患者と事

業者が自発的に共同して作

成した勤務情報を記載した

文書（当該患者が作成し事

業者が確認を行った文書を

含む。）を、医療機関が患者

から受け取った時点が当該

支援の端緒となる。 

 


